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電力供給における石炭化の進行
電力自由化後の国内石炭火力発電の動向
Progress of the coal use in the power supply
 馬上　丈司
 MAGAMI Takeshi
要旨　本研究は、近年の国内電力供給における石炭火力発電の割合が大きく増加したこと
に対し、その要因や影響について考察したものである。二度のオイルショックを契機とし
て電源の分散化が進み、1980 年代後半以降にその目標が達成される中で、国内の電力供
給の高コスト構造が問題化し、これまで独占状態にあった電気事業に新規参入を認めるた
めの電力自由化が開始された。それと並行して、一度は環境汚染や燃料コストの問題など
で減少していた石炭火力発電が、国内の発電電力量の 25%近くまで増加してきた。これは、
汚染除去技術や熱効率の向上と共に、石油や LNGよりも石炭の燃料コストが安価である
ことから、石炭火力発電が選択されたものと考えられる。しかしながら、二酸化炭素排出量
を新たな環境負荷と見なした場合、石炭火力発電は最も大きな排出源である。この「外部
不経済」を考慮した時、国内の電気料金は本当に低下したとは言えない現実が見えてきた。
１．はじめに
　1891 年に国内初の事業用水力発電所である蹴上発電所が運転を開始して以降、我が国
の電力供給は水力発電を中心とし、石炭火力発電を加えた「水主火従」の時代が続いた。
その後、国産の石炭を用いた石炭火力発電が増加していたが、1950 年代からの電力需要
急増に伴って石油火力発電所が次々と設置されたことで、「火主水従」の時代に入る。国
産の石炭よりも輸入石油が安価であったことや、石炭火力発電の環境汚染の問題があり、
1971 年には国内全発電設備容量の半分を石油火力発電が占めるようになった。そして、
1973 年と 1979 年の２度のオイルショックを契機として、エネルギーのより効率的な利用
のための省エネルギー化の推進と共に、石炭や LNGといった石油以外の火力発電や原子
力発電、新エネルギー源（自然エネルギーなど）への電源分散化が現在に至るまで進めら
れている。
　化石燃料などのエネルギー資源に乏しい我が国においては、再生可能な自然エネルギー
を利用した水力発電や地熱発電、太陽光発電や風力発電など国内でエネルギー源を自給可
能な発電方式を除き、電力供給に必要なエネルギー資源の約 90%を海外からの輸入に依
存しているのが現状である1。このことは、「水主火従」から「火主水従」への転換によって、
我が国のエネルギー自給率が著しく低下してしまったことを意味する。また、先の大戦時
に我が国の電気事業制度は大幅に変更され、戦前は各地に 800 以上あった公営・民営の電
気事業者を統合し、国内各地域において独占的に電力供給事業を行う一般電気事業者 9社
　　　　　　　　　　　　　　　　
1 資源エネルギー庁 （2008） 「平成 19 年度　エネルギーに関する年次報告書」 pp. 125-127
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（沖縄復帰により 10 社）の電力会社及びその関連会社と、卸電気事業者である電源開発（現
在の J-POWER）及び、原子力発電の開始と共に設立された日本原子力発電（原電）が、
国内における電力供給をほぼ独占する体制が確立された2。しかし、電力供給の高コスト
構造是正を主な目的3 とした 1995 年 4 月の電気事業法改正において、一般電気事業者に対
する電力の卸供給への新規参入、特定電気事業者による電力の小売供給の開始が認められ、
電力自由化が開始される。その後、1999 年 5 月、2003 年 6 月の改正における小売自由化
範囲の拡大や料金設定の弾力化など、段階的に規制緩和がなされてきた。
　電力自由化以降、その目標の一つである電気料金の引き下げの効果については、2005
年時点の電気料金4 をみると、電灯（一般家庭向け）と電力（事業者向け）の平均値が
1995 年比で約 18%低下している5。このことだけを見ると、確かに電気料金は低下してお
り、自由化の目的の一つは達成されているように見えるが、果たしてそれは自由化による
競争の成果とみることができるのだろうか。近年、国内でも二酸化炭素排出を新たな環境
負荷の要素と見なし、様々な経済活動のコストに反映させようという動きがある中で、我
が国の発電電力量の 60%以上は、二酸化炭素排出量が多い化石燃料による火力発電によっ
て占められている6。特に、二酸化炭素排出量が発電方式別で最も多い石炭火力発電が、
ここ 10 年ほどで急速に拡大しつつある。電力供給において二酸化炭素排出による環境負
荷をコストとして付加した場合、果たしてどのような結果となるのか。また、電源分散化
による電力の安定供給の確保は本当になされているのか。本研究では、近年の電力供給構
造の変化やその他の諸要因を含めその動向を分析した。
２．電源構成の分散化の進展
　まず、近年の電源分散化の実態と電力自由化による電源構成への影響を検証するため、
国内の電源別の発電電力量推移を第一次オイルショックが発生した 1973 年以降について
見てみる。1973 年当時は、石油火力発電が発電電力量の 70%以上を占めていたものの、
1979 年の第二次オイルショック以降は一貫して発電電力量・比率ともに減少し続け、同
年には 50%を下回り、1990 年頃に 25%前後で多少増減した後、2005 年時点ではついに
10%を切るまでに低下した。（図１）代わって増加しているのが、原子力発電と LNG、そ
して石炭による火力発電である。特に原子力発電の導入は、従来の火力・水力に加えた新
たなエネルギー源として急速に推し進められており、1974 年の電源三法7 の施行によって
立地地域に対する交付金制度を軸とした開発促進体制が確立されると、1982 年に発電電
力量の 20%、1987 年には 30%を占めるまでに拡大し、現在も概ね同水準で推移している。
次いで導入が進められたのが LNG火力発電であり、1978 年に 10%、1984 年に 20%を超
え、現在は僅かに低下しているものの約 24%を占めている。そして、近年特に増加が著
　　　　　　　　　　　　　　　　
2 例外として、都道府県などの利水事業に伴う水力発電がある。
3 通産省 （1996） 「経済構造と変革と創造のためのプログラム」
4 「電力料金」は事業者向けの供給電力の費用を指すため、本論文中では一般家庭向けの「電灯料金」
とまとめて「電気料金」と表記する。
5 資源エネルギー庁 （2007） 「平成 18 年度エネルギーに関する年次報告」 第 2 部第 1章４-１
6 資源エネルギー庁 （2007） 「平成 19 年度　電力供給計画の概要について」 p. 11
7 「電源開発促進税法」、「電源開発促進対策特別会計法」、「発電用施設周辺地域整備法」の総称
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しいのが石炭火力発電で、電源分散化が進行した 1980 年代後半でも 10%前後で停滞して
いたが、1991 年以降の 15 年間で 25%にまで増加した。なお、水力発電は発電電力量こそ
大きく変動していないものの、比率としては 1970 年代前半に 20～25%で推移していたが、
1990 年代半ば頃には 10%前後にまで低下して現在に至っている。また、地熱や新エネル
ギー（再生可能エネルギーなど）は、2005 年時点で全て合わせても 1 %に満たない。1973
年度と 2005 年度の電源別の発電電力量を比較したものが図 2であるが、このように、こ
こ 30 年で我が国における電源構成は、石油火力発電への一極集中体制から、複数の電源
による分散供給体制へと確実に移行していることが分かる。
　電源分散化の利点は、国際的なエネルギー資源価格の変動による影響を抑制することが
可能なことにあり、まさにオイルショックの教訓を生かした方策である。しかしながら、
エネルギー安全保障の安定供給確保という側面から見れば一定の成果を上げていると見る
図１　国内発電電力量の推移（一般電気事業用）
（出所）　「平成 18 年度エネルギーに関する年次報告」より筆者作成
図 2　1973 年度と 2005 年度の発電電力構成比較
（出所）　「平成 18 年度エネルギーに関する年次報告」より筆者作成
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ことが出来るものの、依然として石油・石炭・LNGといった化石燃料にウランという枯
渇性資源が大半を占め、水力や地熱、太陽光や風力といった自給可能なエネルギー源は
10%に満たず、海外からの輸入依存度が高くエネルギー自給率が著しく低いという状況に
は何ら変化がないといえよう。
３．電力自由化の開始
　1985 年のプラザ合意以降に円高が大きく進行したことによって、1990 年代に入ると国
内産業の国際競争力確保のため、電力をはじめとする国内のエネルギーの高コスト供給構
造を是正すべきであるという議論8 が活発化した。これを受けて、電気料金の低減及び内
外価格差を是正するため、電力自由化が開始されることとなった。先に述べたように、我
が国の電気事業は各地域における一般電気事業者が独占的に電力供給を行っており、1995
年 4 月の電気事業法改正（同年 12 月施行）では、「自由化によって経済性に優れた中小規
模の電源による発電事業への参入の可能性が拡大」9 されることから、「これらの事業者に
市場への参入機会を拡大し、もって発電市場での競争を促進することを目的」10 として、
一般電気事業者に電力の卸供給を行う独立発電事業者（IPP）と、特定の供給地点におい
て自前の発電設備と送電網を用いて電力供給事業を行う特定電気事業者の参入が認められ
た。次いで 1999 年 5 月の改正（2000 年 3 月施行）では、電力の小売についての部分自由
化が始まり、大口需要家（2万 V以上の特高受電、使用規模 2,000kW以上）に対する電
力供給には、原則的に規制（参入規制、供給義務、料金規制）を設けないこととなった。
これにより、新たに一般電気事業者の送電線を利用してこれらの大口需要家に小売り供給
を行う、特定規模電気事業者（PPS）の新規参入が可能になった。同時に、一般電気事業
者に対して料金規制手続きの合理化と、料金メニューの設定要件の緩和もなされた。そし
て、直近の改正である 2003 年 6 月の改正（2004 年 4 月及び 2005 年 4 月施行）では、卸
電力取引所（有限責任中間法人日本卸電力取引所）の創設、小売り自由化の対象が
500kW以上（2004 年 4 月）、50kW以上（2005 年 4 月）と段階的に引き下げられるなど、
更なる規制緩和が行われた。2007 年度末時点では、特定電気事業者 5社、特定規模電気
事業者 25 社11、独立発電事業者 20 社12 が各種事業を行っている。
　特定電気事業者と IPP 及び PPS の違いを整理すると、特定電気事業者は自前の発電設
備と送電網を用いるという条件の下で、特定地点における小売供給を行う。IPP は自前の
発電設備によって発電した電力を、一般電気事業者に対して長期の卸供給契約を締結し供
給する。PPS は個別の需要家と供給契約を結び、自前の送電網あるいは一般電気事業者
の送電網を通じて電力を供給する。そのため、契約料金には一般電気事業者の設定する送
電（託送）料金が上乗せされる。いずれの事業者も、電気料金は各社が自由に設定（IPP
　　　　　　　　　　　　　　　　
8 平成 06 年 11 月 09 日 参議院産業・資源エネルギーに関する調査会第 2号 発言番号 6 通商産業省産
業政策局長による答弁
9 資源エネルギー庁 （2005） 「平成 12 年改正電気事業法の概要及び現在の部分自由化の概要」
10 同上
11 経済産業省 （2008） 特定規模電気事業者連絡先一覧
　http://www.enecho.meti.go.jp/denkihp/genjo/pps/pps_list.html
12 各一般電気事業者のプレスリリースより、実際に卸供給契約を締結し卸供給を行っている事業者の数。
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の場合は競争入札）できる。なお、卸供給は電気事業には当たらないため、IPP は電気事
業者ではなく発電事業者に区分される。これらの新規参入事業者に共通するのは、国内の
どの地域で事業を行う場合でも既存の一般電気事業者と競合することになるため、コスト
面で優位に立たなければならないと言うことである。
４．電力供給における石炭化の進行
　電力自由化以降の 10 年で、石炭火力発電は発電電力量の伸びが最も大きい。1995 年度
時点で、年間発電電力量は 1,172 億 kWh（国内総発電電力量の 13.7%）であったものが、
2006 年度末時点では 2,574 億 kWh（同 25.57%）にまで拡大した13。これを石炭消費量（湿炭）
ベースでみると、同 4,131.6 万 t から 8,565.1 万 t へと 2倍以上の増加14 となっており、
2002 年度には鉄鋼業を抜いて国内最大の石炭消費主体15 となった。この背景には、一般
電気事業者、卸電気事業者、そして自由化後の新規参入事業者のいずれもが石炭火力発電
を拡大してきているという実情がある。1995 年度時点と 2006 年度時点での各発電主体の
石炭火力発電の規模を、石炭消費量ベースで見た場合、一般電気事業者が 2,227 万 t から
5,045 万 t （127%増）、卸電気事業者が 1,904 万 t から 2,883 万 t （51%増）に増加している。
そして、新規参入事業者である IPP 及び PPS では、2006 年度時点で石炭火力発電を用い
ている事業者が 7社、供給事業を行っている石炭火力発電所の総発電設備容量は約 291 万
kW16 であり、これらの発電設備から、年間で最大約 179 億 kWの電力が供給されている
と推定され、石炭の消費量は最大約 630 万 t である。すなわち、電力自由化以降に増加し
た発電用石炭消費量の 14%が、新規参入事業者によるものであると推定される。各事業
者別の石炭消費量の変化を、時系列で集計したものが図 3である。それではなぜ、1960
年代に衰退した石炭火力発電が今になって増加し始めたのだろうか。
　各電気事業者が石炭火力発電を選択する理由としては、1kWhあたりの発電コスト（送
電端）が最も安価である17 ことが挙げられる。石炭は輸入量の約 90%を中東に依存する石
油18 と違い、輸入先となる産出地が世界的に広く分布している（オーストラリア、中国、
インドネシア、カナダ、ロシアが主な輸入先）こと19 から供給安定性が高く、化石燃料の
中で最も推定埋蔵量が多いことも相まって、燃料価格が比較的低い水準で安定的に推移し
てきたことが大きな要因として考えられる。発電に用いられる一般炭の輸入価格は、1995
年には平均 47.85 ドル /t であったが、特に新規参入事業者による事業開始が集中してい
た 1999 年～2003 年には 35 ドル台と、更に安い価格で推移していた。また、特に IPP の
多くが石油関連や重化学工業系の企業であり、設備と共に燃料源となる石炭の入手が容易
　　　　　　　　　　　　　　　　
13 資源エネルギー庁 （2007） 「平成 18 年度エネルギーに関する年次報告」 第 2 部第 1章４-１
14 資源エネルギー庁 （2008） 「平成 19 年度電力調査統計」 ４- ⑴汽力発電（一般電気事業者）、４-⑵汽
力発電（卸電気事業者、特定電気事業者及び特定規模電気事業者）
15 資源エネルギー庁 （2008） 「平成 19 年度　エネルギーに関する年次報告書」 p. 142
16 2007 年 6 月 1 日より住友金属鹿島火力発電所（出力 507,000kW）が稼働し、総発電設備容量約 341
万 kW、最大電力供給量約 210 億 kW、石炭消費量約 760 万 t に増加したと推定される。
17 発電所設備の耐用年数を 40 年と仮定した場合。法定耐用年数の 15 年で計算した場合は LNG火力が
若干下回る場合もある。
18 資源エネルギー庁 （2008） 「平成 19 年度　エネルギーに関する年次報告書」 p. 137
19 同上、p. 141
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であることも背景として考えられる。その他にも、石炭を始めとする火力発電は、出力調
整の容易さから、夏場の電力需要逼迫時や原子力発電による電力不足時に予備電源として
利用されたり、再生可能エネルギーである風力発電に対しては系統連系時の電圧安定化の
ための調整電源として利用されたりと、様々な需要がある。そして、かつて問題視されて
いた石炭火力発電による環境汚染問題に対して、技術革新によって従来懸念されていた硫
黄酸化物（SOx）や窒素酸化物（NOx）の排出を、大きく低減させることが可能になった
ことも大きな理由といえよう。電力自由化が「高コスト構造の是正」を目的としているこ
とから、電力自由化の下で電気料金の価格競争を勝ち抜くために、新規参入事業者に安価
な石炭火力が選択されていることは必然の傾向と見ることが出来る。
　このように、電力自由化後の 11 年間で倍増した石炭火力発電であるが、2007 年度末時
点でもなお、一般電気事業者及び卸電気事業者併せて 5 基 375 万 kWが建設中であり、
更に 2基 100 万 kWが計画中である20。
　さて、電力自由化による競争の中で、その経済的優位性から選択されてきたと考えられ
る石炭火力発電であるが、従来懸念されていた大気汚染の問題が低下したものの、新たな
環境負荷である二酸化炭素の排出という問題は、果たして考慮されているのだろうか。
　　　　　　　　　　　　　　　　
20 資源エネルギー庁 （2008） 「平成 20 年度　電力供給計画の概要について」 ４. 今後の電源開発計画につ
いて、p. 3 
図 3　発電事業者別石炭消費量（個別）
（出所）　「平成 18 年度電力調査統計」及び独自調査資料より筆者作成
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５．二酸化炭素排出という外部不経済
　化石燃料の燃焼によって大量の二酸化炭素が発生し、地球温暖化の要因となっていると
されることから新たな環境負荷と見なされつつある現在、この二酸化炭素の排出という外
部不経済を排出権取引という手法で市場に内部化しようという動きが活発化している。ク
リーンコールテクノロジーという言葉が近年注目され、より環境への負荷を低減させた石
炭利用の見直しが言われているが、先述した従来の大気汚染の原因物質として問題視され
ている硫黄酸化物や窒素酸化物の排出量は極限まで抑制できても、石炭の燃焼による二酸
化炭素の排出そのものを減らすことは出来ない。石炭火力発電による二酸化炭素排出量は
0.975kg-co2/kWh（設備運用分を含む）と推定されており21、高効率化によって相対的に二
酸化炭素排出量を抑制できるとはいえ、発電用燃料ベースでは二酸化炭素を全く排出しな
い水力や風力、太陽光といった自然エネルギーとは比較にならない。2006 年度時点で石
炭火力が発電電力量に占める割合は 25.57%（2,428 億 kWh）22 であるが、石炭消費量ベー
スでの二酸化炭素排出量換算では約 52%（2億 642 万 t）を占め、国内における二酸化炭
素総排出量（12 億 7,360 万 t）の 16.2%に相当する。1995 年時点では、発電電力量で
13.7%、二酸化炭素排出量換算で 31.7%、国内総排出量の 8.1%であった。（表 1）
　また、一般家庭における二酸化炭素排出（約 5,300kg/ 年）のうち、電力によるものが
38.4%（約 2,035kg）を占めている23 ことから、一般家庭における二酸化炭素排出の約 20%
　　　　　　　　　　　　　　　　
21 電気事業連合会 （2008） 「原子力・エネルギー図面集 2008 年版」 p. 45
22 資源エネルギー庁 （2007） 「平成 19 年度　電力供給計画の概要について」 p. 11
23 JCCCA （2008） 「家庭からの二酸化炭素排出量（世帯当たり、燃料種別、用途別-2006 年）」
　http://www.jccca.org/content/view/1048/788/
表 1　各部門における事業用石炭火力発電の占める割合
（出所）　資源エネルギー庁資料等から筆者作成
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は石炭火力発電に由来しているということになる。石炭火力発電の発電電力量に占める割
合が増加していると言うことは、電力の小売が完全には自由化されていない現在、一般消
費者にとって選択の余地がない部分で、二酸化炭素排出量を増やしてしまっていることに
なる。このように、石炭火力発電が二酸化炭素の排出という形態で与える影響は非常に大
きいものである。
　では、石炭火力発電による二酸化炭素の排出を、コスト換算するとどうなるだろうか。
二酸化炭素排出権の価格を、EEX（EUROPEAN ENERGY EXCHANGE：欧州エネルギー
取引所）のスポット価格24 を参考に推計すると、我が国における石炭火力発電の二酸化炭
素排出量（設備の建設運用に係る排出も含む）0.975kg-co2/kWhでは 4.35 円 /kWhが電
気料金単価に上乗せされることになる。LNG火力であれば 0.608kg-co2/kWh であるから
2.71 円 /kWhが上乗せされ、石油火力であれば 0.742kg-co2/kWhで 3.31 円 /kWhの上乗
せとなる。各電力事業者によって電源構成が異なるため、1kWhあたりの二酸化炭素排出
量も異なるが、2006 年度の電気料金の平均は 15.84 円 /kWh25 であることから、二酸化炭
素排出という外部不経済が考慮されていないことで、少なくとも 20%以上低く設定され
ていると言えよう。各発電方式別の二酸化炭素排出コストを一覧にしたものが図 4である。
　このように、石炭火力発電の拡大は表面的な経済コストだけで見ると安価であるとされ
てきたが、二酸化炭素排出量のような新たな外部不経済を内部化した場合、他の発電方式
よりも割高となる可能性が高い。外部不経済が内部化されない現在の制度にも問題がある
が、石炭火力発電が潜在的に環境負荷の高いものであることは紛れもない事実であり、石
炭消費の削減とより環境負荷の低いエネルギー源への転換が必要である。
図 4　発電方式別の二酸化炭素排出量による排出権コスト
（出典）　筆者作成
　　　　　　　　　　　　　　　　
24 6/11 時点で 26.71 ユーロ /t、1 ユーロ＝ 167 円として換算すると 4,460.57 円 /t である。
25 資源エネルギー庁 （2008） 「電気事業制度改革についてのホームページ」 電気料金の推移
　http://www.enecho.meti.go.jp/denkihp/index.html
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６．石炭への課税措置とその影響
　我が国において石炭などの外部不経済を内部化する制度は、不完全ながら一応存在して
いる。エネルギー起源の二酸化炭素排出抑制のためとして、化石燃料に対して「石油石炭
税」が賦課されており、2003 年 3 月 31 日付けで改正された石油石炭税法（旧石油税法）
により、2003 年 10 月 1 日から「石油税」が「石油石炭税」に改められたことで、従来の
石油及びガス状炭化水素（LNGや LPGなど）に対する課税に加えて、石炭への課税が始
まった。これは、「エネルギー起源CO2 排出抑制対策の拡充、セキュリティ対策強化等の
方針を踏まえて、石油、天然ガス等との「負担の公平」を図る観点から、課税対象として
追加」されたものである26。表 2は、石油石炭税の課税対象と課税額の一覧表である。
　先述のような目的で賦課されている石油石炭税であるが、その徴収額は 2006 年度実績
で約 5,117 億円28 である。これらの歳入は、一体どのような用途に使われているのだろう
か。平成 18 年度までは、一般会計予算を通して「石油及びエネルギー需給構造高度化対
　　　　　　　　　　　　　　　　
26 植田大祐 （2007） 「石油特会の見直し ―制度の概要とその論点―」 p. 6
27 資源エネルギー庁 （2003） 「石油税法等の改正に伴う石炭への課税について」
　 http://www.enecho.meti.go.jp/info/coal/index.htm
28 財務省 （2008） 「平成 18 年度 一般会計歳入歳出決算」 p. 32、収納済歳入額より。なお、正確な徴税額
は 511,726,496,012 円である。
表 2　石油石炭税一覧表
（出所）　資源エネルギー庁資料27 より筆者作成
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策特別会計」（石油特会）に組み入れられ、石油・石炭・天然ガスの開発、流通合理化、
備蓄強化、省エネルギー対策、新エネルギー対策などに用いられてきた 29 30。平成 19 年
度以降は、電源開発促進税を財源とする「電源開発促進対策特別会計」（電源特会）と統
合され、「エネルギー対策特別会計」となった。図 5はエネルギー対策特別会計の歳入と
歳出の費目の一覧である。
　税制上、石油石炭税は目的税ではなく使途を限定しない普通税として位置づけられてい
るため、一般会計予算から特別会計に繰り入れる必要がないと判断された場合は、一般会
計予算として支出されることになる。また、石油特会は毎年 1,000 億円を超える不用額31
が生じており、同特会の最終年度となった 2006 年度でも当初予算額 2 兆 1,264 億円のう
ち約 1,914 億円32 の不用額が生じている。なお、翌年度繰越額も約 1,168 億円となっている。
　では、エネルギー対策特別会計になって予算構造はどのように変化したのか。2008 年
度予算案では、エネルギー対策特別会計 2兆 5,780 億円のうち経済産業省 2兆 3,904 億円、
文部科学省 1,474 億円、環境省 402 億円となっている33。ただし、国債整理基金特別会計
　　　　　　　　　　　　　　　　
29 経済産業省 （2005） 「平成 18 年度経済産業省予算の概要」 資料３ 平成 18 年度資源エネルギー関係予
算案の概要
30 平成 18 年度決算によると、徴収税額 5,117 億円のうち 3,765 億円が石油特会に組み入れられた。
31 翌年度に繰り越されない予算の使い残し。
32 財務省 （2008） 「平成 18 年度 特別会計歳入歳出決算」 p. 18
33 資源エネルギー庁 （2008） 「平成 20 年度 エネルギー対策特別会計予算案に関する情報」
図 5　平成 20 年度予算案ベースのエネルギー対策特別会計における歳入歳出の概要
（出典）　資源エネルギー庁「エネルギー対策特別会計資料」より
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への 1兆 6,038 億円の繰入れなどがあるため、経済産業省分は最終的に 7,216 億円とな
る34。この経済産業省分を分野別に見てみると、最も予算の割り当てが多いのは「地球温
暖化対策」の 2,715 億円であり、次いで「原子力の推進」が 1,816 億円、そして「資源・
エネルギー安全保障の実現に向けた総合資源確保戦略」の 1,523 億円と続く。そして、個
別項目で最も予算を割り当てられているのは「原子力発電施設等と地域との共生の実現」
の 1,302 億円である。また、石油等の国家備蓄の事業に 1,291 億円が投じられている。なお、
再生可能エネルギーを含む新エネルギーの導入政策については総額 1,113 億円が割り当て
られているが、導入支援策については「新エネルギー等の一層の導入支援」として 458 億
円が割り当てられているのみである35。このような資源エネルギー関連予算の背景には、
「我が国へのエネルギー資源の低廉かつ安定的な供給の確保を図るとともに、エネルギー
安全保障、地球環境問題及び経済成長の一体的な解決を図ることが不可欠」という考え方
がある36。そして、基幹電源としての原子力発電の拡大、資源外交による石油・石炭・
LNGなどの輸入資源の安定供給の確保、需要側・供給側両面からの省エネルギーや新エ
ネルギー技術の開発が政策の根幹となっている。石炭の地球温暖化対策としては、エネル
ギー効率の更なる向上と共に、石炭火力発電のゼロエミッション化、すなわち二酸化炭素
を大気中へ放出せず地中に貯留する技術の確立を急いでいる。これらの政策は、既存のエ
ネルギーの環境負荷をどのようにして減らすかという方向に重点が置かれており、再生可
能エネルギーなどの導入強化については手薄となっている印象を受けるもので、化石燃料
を含む枯渇性資源への依存から脱し、エネルギーの国内自給への転換に対する姿勢が弱い
といえよう。
　次に、石油石炭税における石炭への課税額を検証してみる。石炭（一般炭）の輸入価格
は、2003 年 10 月が 3,905 円 /t、2005 年 4 月が 6,305 円 /t であることから、輸入価格に対
する税率は同約 5.8%、約 7.3%となる。石炭に対する関税は無税37 であることも考えると、
少なくとも消費抑制という面での効果は薄いと言えよう。では、石炭に対する課税を先述
の「エネルギー起源CO2 排出抑制対策」として、二酸化炭素排出量ベースでの課税を行
うとしたらどうなるだろうか。二酸化炭素排出権価格で推計した場合、先程の数値（4,460.57
円 /t）を用いると、石炭 1t あたりの二酸化炭素排出係数は 2.41t-co2/t である38 から、重
量ベースでは 10,750 円 /t が賦課されなければならないことになる。すなわち、2007 年 4
月 1 日から賦課されている 700 円 /t の 15 倍以上の課税額となる。原油の場合は 2.62t-
co2/kl であるから 11,687 円で現行の 5.6 倍、LNGの場合は 2.70t-co2/t であるから 12,044
円で現行の 11 倍である。各々の課税額をグラフにしたものが図 6であり、現在の輸入価
格に対して、これだけの負担の上乗せをしなければ二酸化炭素排出という外部不経済を内
部化したとは言えないのである。このように、現行の石油石炭税が外部不経済の内部化と
いう点では極めて不十分であり、石炭火力発電の発電単価も低く算定されてしまっている
ことが指摘できる。
　　　　　　　　　　　　　　　　
34 経済産業省 （2007） 「平成 20 年度資源エネルギー関連予算案の概要」
35 同上
36 同上
37 関税定率法第二十七類、第二十七・一〇項
38 環境省地球環境局 「温室効果ガス総排出量算定方法ガイドライン」 p. 11
　http://www.env.go.jp/earth/ondanka/sakutei_manual/index.html
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７．結論と展望
　ここまで述べてきたことで、電力分野においては電力自由化以降に石炭火力発電の割合
が増加し、その原因は電気事業に競争原理が導入される中で、安価で導入しやすい電源と
して石炭火力発電が選択されたこと、石炭消費増加によって二酸化炭素排出という環境負
荷が増加すると共に、この外部不経済が内部化されないままに電気料金が決定されている
こと、石油石炭税の賦課によって得られた財源も、再生可能エネルギーの拡大などのエネ
ルギー供給構造を抜本的に転換するような分野ではなく、既存エネルギーの強化に費やさ
れていることを明らかにしてきた。
　昨今の世界的な原油高の影響を受けて、代替燃料源としての石炭の需要が増加しつつあ
り、オーストラリア産の一般炭のスポット価格は 130 ドル /t を突破39 している。これは
当時のレートで 13,602 円 /t であり40、この価格は石炭火力発電が現在の 1/6 の規模でし
かなかった 1983 年頃と同水準であるとともに、輸入一般炭の最安値である 1999 年 12 月
の 3,574 円 /t の 3.8 倍にまで値上がりしたことになる。このような状況を鑑みると、従来
の安価で安定したエネルギー源としての石炭利用の選択が、今後は困難になっていくこと
　　　　　　　　　　　　　　　　
39 NIKKEI NET 2008 年 5 月 28 日 「一般炭のスポット価格、初の 130 ドル台」
　http://www.nikkei.co.jp/news/kakaku/20080528d1j2801528.html 
40 2008 年 5 月 28 日の東京市場終値である 1ドル＝104.63 円で換算
図 6　石油石炭税の課税額と二酸化炭素排出権ベースでの課税額の比較
（出所）　筆者作成
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が予想される。政府計画では、電力供給について基幹電源としての原子力発電の割合を拡
大させる方向で進んでおり、今後 10 年間で火力発電による発電電力量は約 20%（1,421 億
kW）低下させ、代わりに原子力発電による発電電力量を現在より 75%（1,962 億 kW）増
加させる計画である41。ただ、火力発電の減少量のうち 780 億 kWは石油火力発電による
ものであり、石炭火力発電の減少量はその半分以下の 302 億 kWで、発電電力構成では
なお高い割合を占め続ける見通しである。（図 7）
　現在の政府計画のままでは、10 年後の見通しでも火力発電と原子力発電が総発電電力
量の 90%を占める状況に変化はない。二酸化炭素排出を基準に見れば、石炭を始めとし
て火力発電の占める割合が維持されることは、最終エネルギー消費部門における二酸化炭
素排出係数の低下が難しいことを意味する。また、原子力発電は二酸化炭素排出量こそ低
いとされ、我が国における温暖化対策の大きな柱として位置づけられているが、稼働中の
事故や放射性廃棄物の処理など、火力発電における二酸化炭素排出の外部不経済と同様に、
未だに発電コストに内部化されない不確定なリスクが大きい。もちろん、原子力発電に用
いられるウランも全量を輸入に依存する資源であるから、エネルギー自給率の向上という
最も重要な課題は解決されないままである。この問題を解決するためには、国内において
ポテンシャルの大きい自然エネルギーの利用拡大を推し進めるべきであり、それと同時に、
図 7　発電電力構成量の将来推移
（出所）　「平成 20 年度電力供給計画の概要」より筆者作成
　　　　　　　　　　　　　　　　
41 資源エネルギー庁 （2008） 「平成 20 年度　電力供給計画の概要について」 ４. 今後の電源開発計画につ
いて、p. 11
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オイルショック以降の国を挙げて取り組んできた省エネルギー化による電力需要の総量抑
制も、強力に推し進められるべきものである。
　昨今、石炭火力発電所の新設に対する風当たりが強くなってきており、2006 年 2 月には、
東芝とオリックスが共同で計画していた、山口県宇部市における出力 50 万 kWの石炭火
力発電所 2基の建設計画を断念した。東芝は「電力需要の伸びの鈍化、電力価格の低下、
石炭燃料価格の高騰、地球環境問題の高まり等により事業の採算性が見通しにくい状況で
あり、事業計画の見直しが必要」とのコメントを発表している42。ここ 10 年での電力供
給における石炭化は、経済性を追求したことが大きな要因として考えられるとともに、今
後新たな経済コストとして二酸化炭素排出という環境負荷が顕在化してきた中で、従来と
は違った視点での経済性評価や政策評価が要求される。東京証券取引所が「京都クレジッ
ト等取引所研究会」の設置を決めたり43、環境省が「国内排出量取引制度のあり方について」
の中間とりまとめを発表したり44 するなど、国内における温室効果ガス取引市場の確立が
現実味を帯びてきている。これらの動きもふまえつつ、国内の石炭火力の動向を今後更に
注視していきたい。
 （まがみ・たけし　本研究科博士後期課程）
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